
３．行政事業レビュー公開プロセスの評価結果と概算要求への反映 

 

事 業 名 

評価結果 

(公開プロセスでの 

とりまとめコメント) 

行政刷新

会議によ

る横断的

見直しの

視点 

反 映 内 容 

概算要求

への 

反映額 

観光まちづく

り人材育成事

業 

廃止 

観光分野の人材育成のために国

が果たすべき役割や目標を改め

て検討した上で、具体的な支援策

のあり方について再検討すべき。

１(２)

・ 公開プロセスでのとりまとめ結果を踏ま

え、「観光まちづくり人材育成事業」につ

いては廃止し、平成２５年度概算要求には

計上しないこととする。 

▲１．２

億円 

 

長期優良住宅

等推進環境整

備事業 

廃止 

政策目的と手段の整合を図った

上で、ゼロベースで事業自体のあ

り方を考え直すべき。あらためて

既存ストックの有効活用の観点

から必要な事業があれば長期優

良住宅とは別の仕組みとして実

施すべき。 

２(６)

・ 公開プロセスでのとりまとめ結果及び行

政刷新会議の「横断的な見直しの視点」（他

の手法での対応の検討）を踏まえ、長期優

良住宅等推進環境整備事業を廃止する。 

▲２．０

  億円 

地震津波観測 

一部改善 

他機関との連携等による、効率的

かつ効果的な地震津波の観測、情

報伝達の体制を整備すべき。契約

の競争性向上を進めるべき。 

２(３)

４ 

 

・ 観測、情報伝達に活用可能な他機関の施

設等について他機関に対する情報収集を

強化するとともに、新たに他機関のデータ

の活用による緊急地震速報、津波警報等の

高度化について有識者の意見を聴取する

ことにより、効率的かつ効果的な観測体制

の整備を図る。 

・ 地震活動等総合監視システムの更新に当

たり、スケジュールを変更し（平成２５年

度予算要求を見送り）、平成２６年度予算

要求に向けて、より競争性の高い調達方式

となるよう検討を行う。 

・ 多機能型地震観測中枢局装置の整備に当

たり、複数年度契約を行うことにより、コ

ストの縮減を図った。 

▲０．３

億円

既存の河川管

理施設の改良

事業 

抜本的改善 

河川管理施設の状況をデータベ

ースの整備も含め適切に把握す

べき。その上で、優先順位や採択

の基準を明確にして事業を実施

すべき。 

３(７)

・ 河川管理施設の状況を適切に把握するた

め、来年度中の運用を目標として、河川管

理施設の台帳を含む河川維持管理データ

ベースの作成を進める。 

・ 作成を進めているデータベースのデータ

を活用し、採択基準を明らかにした上で、

災害発生時の影響や改良の緊急性等によ

り具体的な優先順位を明確化する。 

  － 

 

 

 



港湾環境整備

事業 

一部改善 

需要予測、事業の優先順位、適切

な費用管理のあり方を検証すべ

き。受益者負担の観点から、地方

自治体等の費用負担のあり方を

改めて検証すべき。 

２(４)

【需要予測、事業の優先順位の検証につい

て】 

・ 廃棄物埋立護岸における廃棄物受入計画

（需要予測）の精査、護岸の整備状況に対

応した残余確保年数の余裕度合の精査等

を行い、事業の優先順位付けを行い、概算

要求へ反映した。 

 

【適切な費用管理のあり方の検証について】 

・ 港湾管理者における収益納付額の算定に

必要な収支の管理方法の実態を把握した

上で、適切な収支管理を確実に行うよう周

知徹底することとしている。 

 

【地方自治体等の費用負担のあり方の検証

について】 

・ 一般廃棄物の捨て込みを行う場合の港湾

管理者と市町村の費用負担の考え方につ

いては、廃棄物処理の費用負担のあり方、

収益納付の仕組み、他の補助制度との関係

等について関係者との検討・調整を行い、

費用負担の考え方について検証を行った

後、関係者に周知することとしている。 

▲１．５

  億円 

 

都市防災関連

事業 

一部改善 

特殊地下壕の全体像を把握した

上で、計画的に対応すべき。また、

事業が進まない原因を検討し、事

業実施方法を工夫すべき。危険箇

所の情報の開示のあり方を検討

すべき。 

１(２)

２(５)

３(９)

・ 対策が必要な特殊地下壕の全体像を明ら

かにするとともに、平成２８年度までに人

命に関わるものは埋め戻し事業を完了し、

それ以外のものについては最低限の安全

を確保するという観点で地方公共団体に

年次計画を策定させる。対策が必要な特殊

地下壕の全体像と、そのうち平成２５年度

に対策を講ずるものを把握し概算要求に

反映させ、年度内には特殊地下壕の状況に

応じた対策の年次計画策定を完了する。 

・ 人命に関わることから埋め戻しの対応を

行うものと、入口の閉鎖等の措置で対応す

るものとに仕分け、対応にメリハリをつけ

ることを基本として事業実施方策等の検

討を行う。 

・ 周辺住民の安全確保や事業促進の観点か

ら特殊地下壕の詳細位置等の情報公開、周

辺小中学校、自治会への周知など情報伝達

を含めて情報開示の方法を検討する。 

  － 

道路事業 

（直轄・維持

管理） 

一部改善 

維持修繕費用の将来推計を適切

に行い、データの開示等に取り組

むべき。一者応札について更なる

改善を行い、競争性向上にしっか

りと取り組むべき。 

２(３)

３(９)

・ 維持修繕費用の将来推計に関しては、地

方公共団体管理分も含めた社会資本につ

いて、実態を把握した上で維持管理・更新

費用の将来推計を実施することとしてお

り、年度内には推計結果を公表する予定。 

・ 一者応札の更なる改善に関しては、２４

年度に入札に参加しなかった企業に対し

て課題等を把握する調査を実施したとこ

ろであり、この結果を基に、技術者の実績

要件を緩和するなど、２５年度の発注に際

して具体的な改善策を講ずる予定。 

   － 



ハイジャッ

ク・テロ対策 

抜本的改善 

関係者の役割分担を含む資金ス

キームのあり方について、より効

率的な事業執行を図る観点から

改めて検討すべき。 

２(４)

【平成２５年度概算要求への反映】 

・ 今後、首都圏の発着枠数の拡大による航

空旅客の増加に伴う保安検査業務の拡大、

及び国際的に航空保安対策の強化が求め

られている状況ではあるが、コスト削減を

図ることにより航空保安対策に係る経費

が増加しないように努める。 

・ こうしたコスト削減に取り組むと同時

に、よりコスト削減のインセンティブが働

くように保安料の水準を不断に検証する。 

 

【資金スキームのあり方】        

・ 公開プロセスで各委員からいただいた意

見を踏まえ、外部有識者を含む検討会を設

け、国と航空会社の役割分担を含む資金ス

キームのあり方について検討する。 

▲０．６

億円

航路標識整備

事業 

抜本的改善 

調達の競争性を高めるべき。技術

革新も踏まえ、光波標識の必要性

を検証すべき。 

２(３)

３(７)

【調達の競争性に関する検討状況】 

・ 仕様書について、新規参入を阻害する項

目の有無について事業者に対する聞き取

りを実施した。これを踏まえ、平成２４年

度中に下記の見直し作業を行う。 

① 事業者の技術審査要件について、Ｉ

ＳＯ９００１（国際的な品質管理の規

格）の取得により、提出資料の大幅な

削減を可能とする仕組みを導入し、入

札者の拡大を図る。 

② 汎用品の導入については、従来より 

ディスプレイ、通信機器、テレビカメ

ラなどに汎用品を導入しているところ

であり、今後、外国製品を含め技術適

合性調査を行い、さらなる汎用品の導

入による競争性の拡大を図る。 

 

【光波標識の必要性の検証に関する検討状

況】 

・ 今般の公開プロセスの結果を受け、平成

２５年度中に全ての光波標識の利用状況

調査を行うこととする。加えて、通航船舶

のＧＰＳ等の航海計器の利用実態、光波標

識の配置の適否について検討することに

より、光波標識の適正数を把握することと

する。 

・ 平成２５年度において、通航船舶の減少、

通航実態の変化等により必要性が低下し

た光波標識について、利用者との個別の合

意を得たものを廃止する。 

 

【平成２５年度要求におけるコスト縮減額】 

０．７億円 

・ 本額は調達の競争性を高めた結果縮減す

るものである。なお、平成２５年度におけ

る光波標識の廃止により、平成２６年度以

降においても、廃止による建て替え経費の

節減が見込まれる。 

▲０．７

億円

地価公示 

抜本的改善 

他の土地評価制度との関係を整

理した上で、標準地の地点数の絞

り込みを行い、より効率的に事業

を執行すべき。 

１(１)

・ 現行２６，０００地点から１０％以上の

削減を行う。更に、外部有識者による委員

会を設置し、制度面のあり方まで含めた抜

本的な検討を行う。 

▲３．８

  億円 

 



（注）「行政刷新会議による横断的見直しの視点」の番号との対応は以下のとおり 

    １ 事業目的の妥当性・財政資金投入の必要性の検証・改善に当たっての視点 

（１）国と地方公共団体、独立行政法人、民間等との役割分担の見直し 

       （２）具体的な目標・成果指標の設定が不十分 

     ２ 手段の有効性や効率性の検証・改善に当たっての視点 

（３）事業実施に当たっての競争性の確保、更なるコスト削減 

（４）受益者負担の在り方等の検討を踏まえた補助率等の見直し 

       （５）支援対象の選択と集中 

       （６）他の手法での対応の検討 

     ３ 活動実績・成果指標の検証・改善に当たっての視点 

       （７）事後の検証・効果の把握が不十分 

       （８）事業の計画・工程管理等の見直し 

       （９）透明化、情報の開示の徹底 

     ４ 類似事業や共管事業の検証・改善に当たっての視点 


